
北本市国民健康保険事業特別会計　将来推計（R8年7月試算）　※現行税率による試算

計 17億7,900万円 17億7,900万円 17億7,900万円 17億7,900万円 17億9,300万円 17億9,300万円 18億5,200万円 18億5,200万円 18億9,700万円 18億9,700万円

※基金繰入　1億4,700万円を充当 ※基金繰入　5,000万円を充当 ※基金繰入　2億3,100万円を充当 ※基金繰入　8,900万円を充当 ※基金残高なし

実際の不足額　2億2,100万円 実際の不足額　3億7,400万円

基金繰入後の基金残高（当初見込） 基金繰入後の基金残高（執行見込） 基金繰入後の基金残高（見込） 基金繰入後の基金残高（見込） 基金繰入後の基金残高（見込）

※試算条件

・令和8年度は当初予算額を基に、7月時点の執行見込額を概算で示し、年度末の基金残高見込額を示すものです。

・被保険者数を毎年1.1％減少で見込んでいます。（埼玉県運営方針(第3期)のR4→R11の平均減少率による。）

・令和9年度以降の「特別交付金の充当額」、「財政安定化支援」、「保険税現年課税分」、「保険基盤」は、前述の減少率1.1％を用いて算出しています。

・令和9年度以降の「その他支出」のうち、出産育児一時金、葬祭費、特定健診（内、市負担分）に係る経費は普通交付金で賄われる予定から、これらを除外のうえ、減少率1.1％を用いて算定しています。

・令和9年度以降の納付金は、一人当たりの伸び率を、医療分＋3.726％、支援分＋5.052％、介護分-0.548％として算出しています。（納付金実績平均伸び率R5→R8より）

・令和9年度以降の納付金のうち、子ども分の一人当たりの伸び率は、R9は+20.0%、R10は+33.0%、R11は据え置きとして算出しています。（こども家庭庁資料より）

・保険基盤は産前産後保険税減額分を含めず算出しています。

【参考】令和8年度当初予算
※概数で積上げのため誤差があります。

令和8年度予算執行見込（7月）
※概数で積上げのため誤差があります。

保険給付費

（療養諸費等）
普通交付金

保険給付費

（療養諸費等）
普通交付金

保健事業費

（疾病予防）
特別交付金等 保健事業費

（疾病予防）
特別交付金等

繰入金、延滞金等 繰入金、延滞金等

その他支出 その他支出

4,500万円
特別交付金のうち

納付金への充当額

6,300万円

4,500万円
特別交付金のうち

納付金への充当額

6,300万円

その他支出

800万円

令和9年度【推計】 令和10年度【推計】 令和11年度【推計】保険税滞納繰越分

5,000万円

保険税滞納繰越分

5,000万円

財政安定化支援

2,200万円

財政安定化支援

2,100万円

納付金

17億3,400万円

納付金

17億8,500万円

特別交付金のうち

納付金への充当額

6,200万円

その他支出

700万円

特別交付金のうち

納付金への充当額

6,100万円

その他支出

600万円

特別交付金のうち

納付金への充当額

6,000万円

納付金

18億4,500万円

納付金

18億9,100万円

保険税

現年課税分

【現行税率】

11億7,400万円

保険基盤【現行税率】

2億6,800万円

不足額

3億7,400万円

0万円 0万円

保険基盤【現行税率】

2億7,100万円
保険基盤

2億7,900万円

保険基盤

2億7,900万円

保険基盤【現行税率】

2億7,500万円

不足額

3億1,000万円不足額

1億4,700万円

前年度繰越金

9,700万円 不足額

2億3,100万円

保険税

現年課税分

12億1,600万円

保険税

現年課税分

12億1,600万円

保険税

現年課税分

【現行税率】

12億200万円

保険税

現年課税分

【現行税率】

11億8,800万円

不足額

5,000万円

2億2,300万円 3億2,000万円 8,900万円

納付金

17億3,400万円

財政安定化支援

2,400万円

財政安定化支援

2,400万円

財政安定化支援

2,300万円

・「その他支出」は出産育児一時金、葬祭費、人間ドック補助、特定健診、予備費などの経費となりますが、令和

９年度以降は特定財源等の見直しが見込まれ、人間ドック補助、予備費の経費のみを見込んでいます。

・将来推計のため、令和１０年度以降は保険税滞納繰越分等は見込まないものとして試算しています。

・令和８年度末の基金残高は前年度繰越金の受入れや償還金の発生見込を踏まえた上で、概算で３億２，０００

万円となる見込みです。

現行税率

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 18歳以上均等割 所得割 均等割 18歳以上均等割

R8年度 7.30% 38,900円 2.80% 13,500円 2.20% 16,100円 0.26% 1,500円 100円 12.56% 70,000円 100円 114,315円

【参考】

R8市町村標準保険税率 7.90% 48,025円 2.78% 16,780円 2.40% 17,001円 0.29% 1,799円 120円 13.37% 83,605円 120円 -

税率
医療分 支援分 介護分 一人当たり

保険税額

計子ども分
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北本市国民健康保険税 

保険税率等の現状と課題及び税率改定の方向性について 

 

令和８年７月１６日 

 

１ 現状 

⑴ 本県の国保財政運営の責任主体である埼玉県が策定した「埼玉県国民健康保

険運営方針（第３期）」の中では、保険税水準の「準統一」として、令和９年度

には県内全ての市町村が「市町村標準保険税率」どおりに賦課することを定め

ているほか、令和１２年度には保険税水準の「完全統一」として、県内全ての市

町村が「都道府県標準保険税率」どおりに賦課することを定めている。 

賦課に係る項目の取扱いとして、賦課方式の２方式（所得割・均等割）への県

内統一について、本市は既に４方式（所得割・資産割・均等割・平等割）から２

方式へ移行済みであるものの、本市の税率等に関しては「市町村標準保険税率」

の水準に到達していない状況である。 

※1 県が定める算定方式を用いて、市町村毎の保険税の標準的な水準を算定。 

※2 全国統一の算定方式を用いて、当該都道府県の保険税の標準的な水準(各都道府県で１つ)を算定。 

 

⑵ 本市の国民健康保険財政調整基金の残高については、令和８年７月１日時点

において、３億７，２８９万５，２４５円となるが、令和８年度末の残高は、約

３億２，０００万円となる見込みである。 

 

⑶ 現行の税率を据え置いた場合、令和９年度の国民健康保険特別会計予算の編

成時において、税収等の不足見込額を補てんするため、２億３，１００万円の基

金取り崩しが必要な見込みとなり、令和１０年度においては、基金残高見込額

の８，９００万円の全額を充当しても、約２億２，１００万円の財源不足が見込

まれる。 

 

２ 課題 

 ⑴ 現状で整理した不足額を解消するため、令和９年度の税率等の改定（以下、

「税率改定」という。）を行わない限り、令和１０年度以降の国民健康保険特別

会計の予算を組むことができない。 

 

 ⑵ 令和９年度には県が算定する「市町村標準保険税率」に統一する必要がある。 

 

⑶ 令和８年度時点で「市町村標準保険税率」と本市税率等との間に差がある。 

  

  

 

※1 

※2 

議題⑴報告事項ウ 資料３－２   



2 

 

 

 【参考】令和８年度市町村標準保険税率と本市税率等との差 

  区分 
①市町村 

標準保険税率 

②本市税率等 

（現行） 

比較増減 

(①-②) 

医療分 
所得割 7.90  ％ 7.30  ％ 0.60 ％ 

均等割 48,025  円 38,900  円 9,125 円 

支援分 
所得割 2.78  ％ 2.80  ％ △ 0.02 ％ 

均等割 16,780  円 13,500  円 3,280 円 

介護分 
所得割 2.40  ％ 2.20  ％ 0.20 ％ 

均等割 17,001  円 16,100  円 901 円 

子子分 

所得割 0.29 ％ 0.26  ％ 0.03 ％ 

均等割 1,799 円 1,500 円 299 円 

18 歳以上 

均等割 
120 円 100  円 20 円 

計 

所得割 13.37 ％ 12.56 ％ 0.81 ％ 

均等割 83,605 円 70,000 円 13,605 円 

18 歳以上 

均等割 
120 円 100 円 20 円 

 

３ 税率改定の方向性 

 ⑴ 前回の令和７年度税率改定は、令和９年度の県内保険税水準の準統一に合わ

せることを前提に、令和７年度改定、令和９年度改定と段階的な改定により「市

町村標準保険税率」に揃えて行くことで、被保険者の保険税負担が一気に上昇

しないよう配慮した税率改定としたものである。 

   今回の令和９年度の税率改定は、この段階的な改定の最終調整として、埼玉

県が示す令和９年度の「市町村標準保険税率」に揃える改定とし、その値に関

しては、埼玉県が示す令和９年度「市町村標準保険税率」の「秋の試算」の値

を用いるものとする。 

※3 年明けに示される「本算定」の値を用いた場合、各市町村の改定スケジュールに間に合わないことから、

準統一の要件としては、「秋の試算」の値を用いることとされている。 

 

 ⑵ 県内保険税水準の準統一後となる令和１０年度以降の本市の保険税率等につ

いては、埼玉県が毎年度示す「市町村標準保険税率」の「秋の試算」の値に毎

年度揃える税率改定を行うものとする。 

 

 ⑶ 県内保険税水準の「完全統一」を予定する令和１２年度以降の本市の保険税

率等については、埼玉県が毎年度示す「都道府県標準保険税率」の「秋の試算」

の値に毎年度揃える税率改定を行う予定とする。 

※3 


